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20 カ国・地域首脳会議（Ｇ20 大阪サミット）に合わせて開かれたトランプ米大統領と中国の

習近平国家主席の会談は、米中経済、ひいては世界経済全体に好影響を及ぼし得る結果となっ

た。 

両国は貿易戦争の打開に向けた協議の継続で一致し、米側は中国から輸入品３千億ドル（約 32

兆円）分への制裁関税「第４弾」の発動を当面先送りすると表明したためだ。米側は、中国通信

機械大手の華為技術（ファーウェイ）に米企業が部品を売ることを認める意向も示した。 

だが米中が「覇権」を争う中、貿易協議が今後決裂し、制裁関税が発動されるリスクは払拭で

きない。米国が中国のハイテク産業の封じ込め策を講じ、中国が反発する事態も続くとみられ

る。 

米中首脳会談で習氏はトランプ氏に、朝鮮半島の非核化に向けた米朝首脳会談の早期開催を呼

び掛けたとされる。トランプ氏は北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長と、南北軍事境界線がある板

門店で対面した。中国が持つ中朝関係という外交カードがなければ、米中首脳会談は決裂してい

たかもしれない。 

覇権争いは始まったばかりである。米国は、台頭する中国に対して、政治、経済、外交、安全

保障面での警戒心をあらわにしている。とりわけハイテク分野での争いを意識している。以下の

３点を踏まえると、争いは長期化するとみられる。 

第一に、米中の経済力の差は緩やかな縮小傾向をたどる可能性が大きい。米国には「60％ルー

ル」があるとされる。日本はバブル経済期末期の 1990 年ごろまでの経済成長で、国内総生産

（ＧＤＰ）の規模で米国の 60％程度に達した。その際、米政府は厳しい対日政策を実行した。 

日本の 10 倍超の人口を擁する中国は既にＧＤＰ総額で米国の 60％を上回っている。中国は現

在、１人当たりＧＤＰが１万ドル弱であるため、経済的な伸びしろは大きい。 

中国のハイテク産業は急成長している。米国では「米中逆転」に対する危機感が高まり、容易

には収まらないだろう。 

視標「中国経済失速」 
ゼロコロナ政策終了を 景気の腰折れ避けよ 
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 中国国家統計局が 15 日発表した 2022 年４～６月期の実質国内総生産（GDP）は前年同期比で

0.4％増となり、１～３月期の同 4.8％増から大きく低下した。中国経済は失速した。コロナ感染

を徹底的に封じ込める「ゼロコロナ政策」を続ける政府は、期中に感染者数が増えたのを受け

て、上海市などで外出規制や操業規制といった厳しい行動制限を実施したことが響いた。 

 

人出の落ち込みに伴って個人消費が減り、中でも外食などサービス消費が大きく落ち込んだ。

製造業の生産活動も鈍化。工場の操業停止や物流の停滞で、自動車部品やエアコンなど多くの製

品の生産が減少した。 

 

輸出も自動車部品などを中心に下振れた。企業が雇用調整に踏み切ったため、失業者は大幅に

増加しており、大卒者は厳しい就職活動を余儀なくされている。 

 

 今後を展望すると、中国景気は内需主導で持ち直すと見込まれる。政府は成長ペースの回復を

狙って、乗用車取得税の減税や地方商品券の配布といった消費刺激策を相次ぎ打ち出した。これ

らの措置の効果に加えて、買い控えの反動による需要が顕在化することで、個人消費は持ち直し

ていくと予想される。 

 

実際、すでに乗用車や家電、情報通信機器の販売は増加に転じ、夏休みの航空券予約も大幅に

増えた。また、政府は、地方債発行の前倒しを指示したほか、政府系の金融機関である政策銀行

の与信枠を増額するなど、インフラ投資の支援策を強化している。 

 

固定資産投資は、地方政府の財源不足などから低迷しているものの、今後、インフラ投資を中

心に回復すると考えられる。 

 

一方、ゼロコロナ政策により行動制限が再び発動されるリスクには引き続き注意する必要があ

る。発動によるマイナス影響は中国の景気だけでなく、製品や部品のサプライチェーン（供給

網）を通じて日本経済や世界経済全体にも波及する。 

 

中国の減産で自動車部品などの輸出が滞ることで、多くの国の自動車メーカーが生産停止を迫

られる。また中国の厳しい感染対策による港湾のコンテナ処理能力の低下が、各国の海運業や

卸・小売業、製造業に大きな打撃を与える恐れも拭えない。 

 

 中国経済を持続的な回復軌道に戻すには、コロナ対策の柔軟な運用が求められる。行動制限が

経済に及ぼす負の影響の大きさを考慮し、政府は慎重に制限を課す必要がある。 

 

コロナの変異株は感染力が強い。政府が厳格な対策に固執すると、高い頻度で行動制限を発動

することになり、その都度、経済に大きな負担を強いれば、景気回復はおぼつかなくなってしま

う。 

 

４～６月期の GDP 成長率が失速したことを踏まえると、景気の腰折れや失業者の増加を回避す

る政策が優先されるべきである。習近平国家主席を筆頭とした指導部の人事が決まる秋の共産党

大会で「ゼロコロナ政策はその役割を終えた」との宣言が出ることを期待したい。 
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